













関わってきた。紛争地のコミュニティは、恐怖と欠乏 ( 基本的サービスを提供するはずの国家の不在 )
に苦しんできた。
 それでも 2006 年以降、政府は「紛争後時代の開発」を政策の中心課題として強調し始めた。
現サントス政権は、2016 年についに FARC( コロンビア革命軍 ) との和平合意にこぎつけ、「紛争後」
時代の到来を決定づけたのである。

















年 1月 29日に東京外国語大学にて開催）での報告用に準備したものである。（Hataya, Coronado, Osorio and Valgas 




























を分かち、2013 年に独自の民主中央党 (Democratic Center Party) を結党した。以後、国政ではウリ
ベ派と与党サントス派との分裂が続いている。
 2012 年 10 月にオスロにて、ノルウェー政府の仲介のもと、FARC 幹部と政府代表との間で事
前和平交渉がもたれ、キューバのハバナで和平交渉が継続される方針が決まった。








年 11 月末にようやく国会で承認された。一連の障害を越えて、和平プロセスは 2016 年末に FARC の
武装解除の開始までこぎつけた。






1982～ 1986 ベタンクール 
（保守党）
FARCとの和平交渉に着手、1987年に決裂。
1986～ 1990 バルコ 
（自由党）
麻薬密売組織のテロに対する「麻薬戦争」宣言。




1994～ 1998 サンペール 
（自由党）
大統領選挙の収賄問題が発覚、和平政策は進展なし。
1998～ 2002 パストラーナ 
（保守党）
サン・ビセンテ・デ・カグアンでの対話交渉の失敗。




















(Osorio and Herrera 2012）。




(資本 )を利するのである (Fajardo 2006）。
 土地へのアクセスにおける不平等は武力紛争が掲げる具体的な目的の一つであったが、同時に




でいる (Ibáñez and Muñoz 2012: 301）。 
3–2.	 グローバル市場における鉱物資源ブームと地下資源開発の採掘権をめぐる問題
 コンセッションの譲渡は当該地の収用につながり、すでにその地で耕作をしてきた農民の土地





理された (CGR 2011）。 
   この状況はグローバル市場における「鉱物資源ブーム」(2000 年代）、に関連付けて分析する
必要がある。南米随一の石炭生産国であるほか、金の生産でも域内の第 5位の生産を誇る。さらに、南
米で稀少なプラチナと関連鉱物資源の生産国であり、同時にニッケルとニッケル鉄の世界最大の産出国




になってきた。ウリベ大統領就任後、「暴力」指標 ( 人口 10 万人あたり年間殺害件数や、年間の誘拐




























































 以上のような制約があるにせよ、同法は、累積 800 万人と推計される被害者に対する補償と権






 土地返還法は 10 年間の時限立法であることも考慮する必要がある。土地返還手続きは、期待








ZIDRES法　（2016 年法律第 1776 号）





















新土地法案	（現行の農地改革法 1994 年第 160 号の改正法案）
 政府が同法案を正当化するのは、FARC との和平合意における第一の柱である、「総合的農村
開発」を推進するために法的枠組みを用意する、というものである。法案はすでに上院の当該委員会で
検討され、現在は CSIVI( 和平合意最終文書のフォローアップ、推進、確認、実行委員会 ) が検討中で
ある。しかし、同法案に対する世論やアカデミズムからの批判の声も大きい。Peña & Parada (2017）は、
本法案の抱える問題点、特に和平合意内容に照らした矛盾点として以下を指摘している。
1)  新土地法が制定する土地権利受益者登録システム (Registro de Sujetos de Ordenamiento: 
RESO) は、土地政策の便益を得る対象者を割り出し、優先順位をつけるものである。





6  ZIDRES法の詳細については、（Machado 2017）を参照のこと。
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削除する危険性がある (Peña & Parada, 2017）。 
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2. 「統合的農村開発」（Desarrollo Rural Integral）および「国民食糧・栄養計画」（Plan Nacional de Alimentación y Nu-
trición）
3. Plan Nacional de Rehabilitación
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